








健康づくりの 推進 ( ヘルスアッププラン ) の執行状況調査結果 ( 概要 ) 

0  平成 1 4 年度の医療制度改革の 一環として、 健康寿命の延伸と 生活の質の向上を 目標とし た 健康づくり・ 疾病予防を推進する 
ため、 地方公共団体の 取組に対して 平成 1 4 年度から地方財政措置が 講じられている。 
( 平成 1 4 年度事業費 6 5 0 億円、 平成 1 5 年度事業費 6 0 0 億円、 平成 1 6 年度事業費 5 S CH 億円 ) 
0  本調査は平成 1 6 年「 0 月に、 各都道府県及び 市町村を対象に、 平成 1 6 年度において、 国の補助事業を 除き自治体単独で 予 
算 化の上実施する 健康づくりに 関する事業 ( 予定も含む ) について、 調査したものであ る。 
なお、 本調査においては、 複数の分野に 該当する事業について、 各地方公共団体の 判断でもとなる 区分にのみ記入してお り 
この調査結果はその 回答に従い集計したものであ る 

「． 自治体における 事業の実施率 

( 1 ) 総論 
実施率の高い 項目は，都道府県では、 ①健診の精度管理に 関する事業 ( 健診従事者講習会、 検査精度試験委託等 ) (6 3. 8 
%) 、 ②健康教育 （ 6 3 8%) 、 ③たばこ対策 (5 9. 6%) となっており、 市町村では、 ①ボランティア 等の育成・支援 
(6 5. 1%L 、 ② 40 歳 未満を対象とした 健診実施 (5 8. 「 %) 、 ③健康教育 (5 1 . 2%) となっている。 

(2) 都道府県の実施率 
[ 地方健康増進計画の 策定 ] 
0 ①地方健康増進計画の 策定・推進、 ②普及啓発、 ③住民健康・ 栄養調査の実施については、 それぞれ① 48. 9% 、 ② 55. 3% 
、 ③ 4 4. 7% と 約半数で実施されている。 

[ 健康診査の充実 ] 
0 健診・事後指導に 関する医療保険者等との 連携については、 2. 1% と非常に低い 割合となっている。 

[ その他事業 ] 
0 たばこ対策については、 5 9. 6% と高い割合となっている。 
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(3) 市町村の実施率 

[ 地方健康増進計画の 策定 ) 
0 地方健康増進計画の 策定，推進に 関する事業については、 3 3. 7% となっており、 市町村計画の 策定率とほぼ 同様の数字とな 
っている。 

0 住民健康・栄養調査の 実施については、 4. 7% と非常に低い 割合となっている。 

[ 健康診査の充実 ] 
0 老人保健事業の 対象外であ る 40 歳 未満の健診については、 58. 1% と萬い 割合になっている。 

[ 生活習慣改善のための 健康教育 ] 
0 老人保健卒業の 対象外であ る 40 歳 未満の健康教育については、 健診の実施と 比較して 1 5. 1% と低い割合になっている。 

[ 健康づくり支援のための 体制整備 ] 
0 健康づくり施策を 推進するためには ，幅広い M 侠 者の連携の下での 取り組みの推進が 重要であ るが、 関係部局と連携した 推進体 
制の整備が都道府県の 27. 7% に対し市町村は 7. 0% 、 関係団体と連携した 推進体制の整備が 都道府県の 44. 7% に対し 
市町村は 2 5. 6% とともに低くなっている。 

[ その他事業 ] 
0 たばこ対策については、 7. 0% とョ巨 常に低い割合となっている。 

2. 総卒業授から 見た各 8% 費の割合 0 市町村では、 老人保健事業の 対象外となっている 40 歳 未満の健康診査について、 2 9 8% とかなりの割合を 占めており、 健 
診 後の事後指導と 合わせると市町村総事業費の 48. 5% と高い割合を 占めている。 

0 市町村では、 地方健康増進計画策定の 基礎資料となる 住民健康・栄養調査が 0. 2% と低くく、 市町村計画の 策定率が低い 一つ 
の 要因と推測される。 
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